
読売新聞と大阪府包括連携協定への抗議声明 

 

 マスコミと大阪維新の会の動きをチェックしている。ジャーナリスト有志の会の表題

「抗議声明」を抜粋して紹介する。それにしても、ここまで大阪読売が落ちるとは。 

読売新聞大阪本社と大阪府が 12月 27日、情報発信など 8分野で連携・協働を進める

「包括連携協定」を結びました。「府民サービス向上」と「府域の成長・発展」を目的

にして、教育・人材育成、情報発信、安全・安心、子ども・福祉、地域活性化、産業振

興・雇用、健康、観光などの 9つの連携事項を掲げていますが、そこには「その他協定

の目的に沿うこと」という項目もあり、結局すべてが解釈次第で含まれてしまう危険性

があります。報道機関が公権力と領域・分野を横断して「包括的」な協力関係を結ぶの

は極めて異常な事態であるだけでなく、取材される側の権力と取材する側の報道機関の

「一体化」は、知る権利を歪め、民主主義を危うくする行為に他なりません。私たちジ

ャーナリスト有志は今回の包括連携協定の締結に抗議し、速やかに協定を解消すること

を求めます。連携の主な取り組みには、「地域活性化」として税金の使い道として正し

く監視されるべき「万博の開催に向けた協力」も含まれています。万博の開催について

は賛否両論があり、賛成の立場からも計画の整合性や土壌汚染などに厳しい視線が向け

られているなかで、「開催に向けた協力」を打ち出している読売新聞が「主体的に読売

新聞が判断し、望ましいと思えば望ましいと書くし、おかしいと思えばおかしいと書く」

（柴田社長）ことが果たして可能なのか、疑問が残ります。 

我が国における戦後の報道の公正さの担保はこれまで、権力との十分な距離にあった

はずです。その距離を見誤り、独立性を失えば、報道は多かれ少なかれ、権力側の情報

を流すだけの「広報」になってしまいます。また大阪府は西日本最大の自治体であると

ともに、国政政党「日本維新の会」の副代表がトップを務め、特定政党の影響力も強い

自治体でもあります。今回の協定が悪しき前例となり、全国に波及することを危惧しま

す。読売新聞も加盟する日本新聞協会の「新聞倫理綱領」の前文には、次のように記さ

れています。「国民の『知る権利』は民主主義社会をささえる普遍の原理である。この

権利は、言論・表現の自由のもと、高い倫理意識を備え、あらゆる権力から独立したメ

ディアが存在して初めて保障される」「公正な言論のために独立を確保する。あらゆる

勢力からの干渉を排するとともに、利用されないよう自戒しなければならない」 

読売新聞大阪本社にはかつて、大阪社会部を中心に、反権力・反差別のジャーナリズ

ムの気風がありました。現在の読売新聞内にも、今回の協定締結に心を痛めている記者

が数多くいます。志を持った記者が心折れることなく、尊厳を持ってジャーナリズムに

専念できる環境を取り戻す必要があります。報道機関の存立基盤は公権力ではなく、市

民の信頼です。現場で取材を続けている私たちは、疑念を持たれている今回の協定を一

刻も早く解消し、報道機関の原点に立ち戻ることを強く要求します。 

                             (2022年 1月 14日) 


